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はじめに 

人工知能（AI）、ビッグデータ分析、高度なコンピューティング、量子科学、

5G、ロボット・自律システムなどの分野における急速な技術革新に伴う軍事技

術の進展を背景に、現在の戦闘様相は、陸・海・空のみならず、宇宙・サイバ

ー・電磁波といった領域を組み合わせたものとなっている。そのため、我が国

は、「平成31年度以降に係る防衛計画の大綱」（以下、「防衛計画の大綱」と

いう。）において、全ての領域における能力を有機的に融合し、その相乗効果

により全体としての能力を増幅させる領域横断作戦により、個別の領域におけ

る劣勢を克服し、防衛を全うできるものとすることが必要としている1。 

一方、米軍では、宇宙・サイバー・電磁波といった領域を組み合わせた戦闘

様相への対応を検討し、現在策定が進められている統合戦闘コンセプト（Joint 

Warfighting Concept：JWC）の中に統合全領域作戦（Joint All-Domain 

Operations：JADO）を含めるものとしている。そして、そのJWCが策定され

る前から、米空軍ではJADOを念頭にキャップストーン・ドクトリン（AFDP-

1）を改正するとともに、JADOを実行する上での指揮統制に関するコンセプト

である「統合全領域指揮統制（Joint All-Domain Command and Control：

JADC2）」を実現するため、「Advanced Battle Management System：ABMS2」

の開発を進めている。このように、JWCが策定される前から空軍としてJADO

に関する取組を推進しているのである。 

我が国も、同盟国として両国が直面する安全保障上の課題に対処することが

考えられることから、JADOが米空軍の運用にどのように関係しているのかを

理解することは必要不可欠であろう。そして、JADOについて理解することは、
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「防衛計画の大綱」において求められている領域横断作戦の実施に向けた取組

の資とすることができる。 

そこで、本稿は、米軍におけるJADOがどのようなものであり、米空軍の運

用にどのように関係しているのかについて解説することを目的とし、JADOに

ついて以下の流れで整理する。はじめに、米軍においてJADOが必要となった

背景を確認するとともに、将来の戦闘様相を踏まえてJADOを含むJWCの中心

的な考え方を確認する。そして、JADOが米空軍の運用にどのように影響して

いるのかについて、米空軍のドクトリン文書におけるJADOの位置付け及び

JADC2に関する取組を整理する。最後に、それらを踏まえて領域横断作戦に向

けた取組に関する航空自衛隊（以下、「空自」という。）に対する示唆を述べ

る。 

 

１ 米軍において JADO が必要となった背景 

 JADOとは、陸、海、空、宇宙、サイバー空間の各領域と電磁スペクトラム

（Electromagnetic Spectrum：EMS）で構成された作戦であり、優勢を確保し

て任務を達成するために、必要な速度及び規模により作戦計画を統合し、同期

して実行する、複数の領域における統合部隊による行動と定義される3。 

本項では JADOについて理解するにあたり、JADOを含む JWCを策定する

ことが米軍において必要となった背景を確認する。 

2018 年の国家防衛戦略（National Defense Strategy 2018：NDS2018）に

おいて、中国やロシアとの戦略的競争における統合軍の優位性を維持するため、

大規模の急速な変化を追求しなければならないと明示され4、それが JADO を

含む JWC を検討する発端となった。そして、2020 年 1 月 27 日にエスパー

（Mark Esper）国防長官（当時）が作成した覚書において、軍の長官やその他

のトップ指揮官に対して 2021 年度国防総省予算の優先的実施事項として、「あ

らゆる戦場で勝利するために、人員、訓練、ドクトリンを調整する新たな JWC

の策定を支援」することが示されたのである5。 

1980 年代以降、JWCの指針になっていたのはエアランドバトルコンセプト

（Air Land Battle concept）6であった。しかし、宇宙、サイバー空間、EMS

といった領域の重要性の高まりや、情報通信技術、AI、ロボット・自律システ 

ムといった先端技術の活用によって迅速な意思決定及び作戦行動が可能とな

り、米国と同等又はそれに近い軍事力を有する敵との間での将来の戦闘は、作
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戦を遂行するためのシステム・オブ・システムズの衝突によって特徴付けられ、

それにより勝敗が決定されるようになったとされ、エアランドバトルコンセプ

トは、もはや時代遅れで賞味期限切れになったのである7。そのため、このよう

な将来の戦闘様相に対応した JWCの策定が必要となったのである。 

一方、NDS2018 において戦略的な競争相手とされた中国の状況について見

てみると、習近平政権発足後に軍事科学院によって発刊された『戦略学（2013

年版）』において、将来の戦争は、高度な情報運用能力を活用することにより効

率的な統合作戦を実施したり、サイバー攻撃などを通じて非物理的に敵の指揮

命令系統を麻痺させたりすることなどを中心とした「情報化戦争」になるとい

う見方が提示され、胡錦涛政権の時代に提起された「情報化条件下での局地戦」

の軍事戦略方針を発展させ、物質とエネルギーを用いて敵を人的・物的に破壊

することで勝利を得ようとしていた従来の「機械化戦争」から「情報化戦争」

へと移行している8。そして、情報化された軍は、指揮統制システム及び各種装

備がサイバー空間を介して高度にネットワーク化され、統合的なシステムを構

成しているため、情報化戦争においては自軍のシステムと相手のシステムとの

戦いになる9。これを人民解放軍（PLA）は「システム対抗」と呼び、近年の軍

事思想において重視している10。そして、敵の作戦システムの機能を麻痺させ

ることを目的とした戦いを、「システム破壊戦」と呼んでいる11。 

このような状況において、米軍は、既存の JWC では高度な作戦システムを

持つ同等の敵との戦いの際は、システム対抗・システム破壊戦によりシステム・

オブ・システムズが混乱、無力化され、迅速な意思決定に基づく作戦行動が阻

害され、劣勢に立たされるとされる12。そのため、JADO を含む JWC の策定

が必要になったのである。 

 

２ JADO を含む JWC の中心的な考え方 

前項において、米軍が中国のシステム対抗・システム破壊戦に打ち勝ち、迅

速な意思決定に基づく作戦行動を可能とするため、JADO を含む JWC を策定

することが必要となったことを述べた。JADO を含む JWC は、米軍における

統合コンセプトのひとつであり、JADOが米軍にどのような影響を与えるのか

を理解するためには、統合コンセプトについて理解しておくことが必要である。

そのため本項では、はじめに JWC 等の統合コンセプトの重要性を確認する。

次に、米軍が如何にしてシステム対抗・システム破壊戦に打ち勝とうとしてい
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るのかを理解するため、将来の戦闘様相を踏まえ、JADO を含む JWC におけ

る中心的な考え方を確認する。 

 

（１）統合コンセプトの重要性  

ここでは、統合コンセプトとは如何なるものであるかを確認する。米軍にお

いては、各軍種においてもコンセプトが検討されているとともに、上位コンセ

プトから下位コンセプトまで様々なものが存在する。本稿では、統合作戦のた

めの主要なコンセプトを統合コンセプトとする。その定義は、「基本的には将

来の戦争のビジョン（visions of future war）であり、将来の部隊（future force）

のデザインと開発の指針となるもの」である13。米統合参謀本部によると、統合

コンセプトの目的は、「現在及び将来の脅威に対して軍事的優位性を維持する

ための新たな作戦方法及び関連能力」を提供することである14。また、これらの

コンセプトは、将来の紛争において、全ての戦闘領域で戦い、勝利する能力を

向上させるために、統合軍に必要な変化を提案している。 

歴史を振り返ってみると、統合コンセプトの開発が既存のアプローチや能力

のギャップ、不足、不備に対応するとともに、統合作戦を遂行するための新し

い方法を提示してきた15。以下において、米軍の統合コンセプトであるエアラ

ンドバトルコンセプト及び Joint Vision 2010（JV2010）が米軍全体にどのよ

うな影響を与えたのかについて紹介する。また、今日において統合コンセプト

がどのように使用されているのかについて理解するため、2012 年に発表された

「統合作戦のためのキャップストーン・コンセプト（Capstone Concept for Joint 

Operation：CCJO）」を確認する。 

ア エアランドバトルコンセプト 

エアランドバトルコンセプトは16、1980 年代前半に実施された防衛強化の際

に軍の近代化のための知的基盤となり、米軍は、M1 戦車、多連装ロケットシ

ステム、ぺトリオットミサイル防衛システム、アパッチ攻撃ヘリなどの機動的

で高性能な兵器システムを調達した17。そして、これらの先進的なシステムが

提供する能力は、コンセプトを実行するために不可欠なものであり、1991 年の

砂漠の嵐作戦における米軍のパフォーマンスによって実証された。 

イ JV2010 

JV2010 は18、テロ対策等の戦争以外の作戦への配慮が不十分だったことが欠

点として挙げられるが、各軍を完全に統合することの重要性を強調する上で効
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果的であり、各軍の制度変更にも影響を与え、統合戦闘の改善、情報、指揮統

制、精密誘導弾、ミサイル防衛など、先進的能力の獲得に向けた取組を導いた

とされる19。 

このように、統合コンセプトは統合作戦を遂行するための新しい方法を提示

し、それに基づいて防衛力整備が進められる。また、統合参謀本部は、統合コ

ンセプト開発を実施することにより、戦略指針を踏まえて将来の安全保障環境

における統合部隊のための解決策を案出する論理的で階層的なプロセスを提

供している。統合コンセプトの開発は、関係者を議論に参加させ、任務及び課

題に対処するために知力を結集し、創造性をもたらすとともに、統合軍の有効

性等を高めることができるのである20。 

ウ CCJO 

CCJO は21、防衛戦略指針と統合作戦コンセプトの橋渡しを行い、統合部隊の

開発を支援するという役割を果たしている22。例えば、CCJO ではグローバルに

配置された統合部隊が領域、地理的境界及び組織を超えて流動的に能力を統合

するため、互いに迅速に結合するよう求める「グローバル統合作戦（Globally 

Integrated Operations: GIO）」と呼ばれるコンセプトが導入され、GIO は 2018 年

の国防戦略における戦力運用に関する記述内容と一致している23。また、CCJO

は、統合参謀本部議長のビジョンを実現するための優先順位を設定し、具体的

な下位の統合作戦コンセプト及び支援コンセプトの開発を導くのである24。 

さらに、統合ドクトリンにおいて、「統合コンセプトは、将来の課題を克服

するための統合部隊の能力を大幅に向上させ、戦略及び作戦目標を達成する非

物的及び物的軍事能力をもたらす」とされている25。また、非公開である統合運

用のための 2030年キャップストーン・コンセプト（Capstone Concept for Joint 

Operations：Joint Force 2030）において、国防総省の資源配分決定における

「統合コンセプト主導、脅威情報に基づく能力開発プロセス」への移行が明記

されているとされる26。そして、敵対者との間の特定されたギャップを埋める

ための能力構築の枠組みは、①ドクトリン（Doctrine）、②組織編制

（Organization）、③訓練（Training）、④装備品（Materiel）、⑤リーダー

シップ及び教育（Leadership and Education）、⑥人事（Personnel）、⑦関

連施設（Facilities）、⑧政策（Policy）の頭文字をとって DOTMLPF-Pと呼ば

れ、統合コンセプトは、この DOTMLPF-P の原動力となるのである 27。

DOTMLPF-Pの各項目の細部については、表１のとおり。 
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表１ 能力構築の枠組み 

ドクトリン 既存のドクトリンを確認し、必要に応じて米軍の任務を

導く基本原則を修正する必要がある。 

組織編制 与えられた任務を達成するためには、組織の新編や組織

や部隊編成の変更が必要となる。 

訓練 統合訓練の基礎はドクトリンであるが、コンセプトによ

っては統合の機能や任務の全範囲にわたり新たな革新

的アプローチを採用する必要がある。 

装備品 コンセプトは課題に対処するため統合部隊の能力向上

を提起し、推奨された装備は統合能力総合開発システム

（ Joint Capabilities Integration and Development 

System）を通じた調達要求につながる。 

リーダーシップ

及び教育 

コンセプトは専門的軍事教育全体の基礎となる。課程教

育の場での議論はコンセプトに対するクリティカルシ

ンキングを促し、アイデアの発展に役立つ。 

人事 コンセプトの実行を成功させるには新たな個人的及び

集団的技能を習得させる必要があり、これらの変化は採

用、維持、部隊の専門的能力開発に影響を与える。 

関連施設 コンセプトは部隊の展開、受入、移動、統合、維持のた

め米国本土内外で必要な施設の規模等に影響を与える。 

政策 政策は任務を指示し、必要な能力を規定する等、コンセ

プトと政策は密接に関連するため、コンセプト開発者

は、現在の政策を考慮する必要がある。 

出典：James L. Cook, “The Importance of Joint Concepts for the Planner”, 

Joint Force Quarterly, Issue 99, 4th Quarter 2020, p.98. 

 以上のように、米軍において統合コンセプトは、その開発過程において知力

を結集して創造性をもたらすとともに、米軍における能力構築の枠組みである

DOTMLPF-Pの原動力となり、部隊を編成、訓練、装備することにより統合軍

の有効性等を高めていくものである。こうしたことから、JADO を含む JWC

は米軍における防衛力整備等に大きな影響を与えるものであることを理解す

ることができる。 



 

 

統合全領域作戦に関する一考察（原野博文） 

  59 

 

（２）JADOを含むJWCの中心的な考え方 

AI、ビッグデータ分析、高度なコンピューティング、量子科学、AIを活用し

たクラウドアプリケーション、5G、ロボット・自律システム等の世界的な技術

の進歩は、米軍とその潜在的な敵の双方のシステム・オブ・システムズを強化

し、両者間の将来の対決をますます洗練された、激しいものにするとされる28。

そして、軍事技術がほぼ同等の状況下で、システム対抗・システム破壊戦を特

徴とする将来の戦闘様相において、いかにして従来のような圧倒的優位を維持

し、拒否的抑止を実現するのかということが米軍における運用面での重要な課

題となっている29。 

システム対抗・システム破壊戦に対応するための新たなJWCの中心的な考え

方は、陸、海、空、宇宙、サイバー空間及びEMSの全領域での作戦を同期させ

るとともに、米軍全体がどのような敵よりもはるかに速く優れた意思決定を実

施し、行動することである30。そのため、AIによる自律性を活用し、アルゴリ

ズム戦31を高速度で実施する人と機械の協働型ネットワークを開発し、将来の

戦闘様相に最適化された能力を獲得しようとしている。これにより、システム

対抗・システム破壊戦に打ち勝つことができ、また、米軍の戦闘ネットワーク

が敵の作戦システムを支配する優れた能力を示すことは、拒否的抑止を達成す

ることにもなる32。 

 

３ 米空軍における JADO の位置付け 

これまでは、米軍全体における JADOの背景及び位置付け等について確認し

てきたが、本項では米空軍における JADOの位置付けについて整理する。 

はじめに、米空軍の最上位のドクトリン文書であるキャップストーン・ドク

トリン（AFDP-1）の記述内容を確認し、次に JADOに貢献するための米空軍

の役割について規定するドクトリン文書（AFDP-3-99）の記述内容を確認する。 

（１）AFDP-1 

米空軍は、AFDP-1 の序文において、「ここで紹介する考えは、空軍が JADO

に提供するものを全空軍人が説明することができるようにするものである。」

としており33、JADOに対して空軍はどのような貢献ができるのかを全空軍人 

に理解させ、空軍全体に JADOを浸透させようとしている。このことから、米

空軍にとって JADO が重要なものとして位置付けられていることを理解する

ことができる。 
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そして、統合部隊の活動がますます相互に結びつき、相互依存性が高まって

いる中、A2/AD（Anti-Access/Area Denial）戦略を展開する敵の活動や先端技

術の拡散は、長距離精密攻撃やサイバー攻撃能力の精度向上につながり、平時

から戦争まで続く競争の連続体の中で米空軍がグローバルな活動を行うため

のエアパワーの能力を低下させ、機動の自由を奪うような環境を作り出してい

るとし、「このような活動環境では、軍がどのように感知、計画、意思決定し、

そして全ての領域で協調して行動するかを検討する必要がある。」と記述して

いる34。このように、空軍を取り巻く環境の中で、空軍が全ての領域でその他

の軍種と協調した活動、即ち JADOについて検討する必要性が明示されている

のである。 

JADO に関しては、「空軍人は、エアパワーの特性を理解し、JADO にエア

パワーがもたらす効果を理解した上で、エアパワーを活用する必要がある。」と

記述されており35、エアパワーの活用は JADOを中心としたものにするという

方向性が示されている。さらに、「空軍人は、複数の領域にまたがる能力を統合

し、JADOを通じて統合任務部隊指揮官（Joint Force Commander：JFC）の

任務目的の達成に貢献する。統合全領域融合（joint all-domain integration）

は、空軍が統合軍の一部としてエアパワーを使用する際の基本であり、全ての

領域で効果を収束可能にするため、空軍は JADO に貢献する。」と記述されて

おり36、空軍が JADOに貢献することが明示されている。また、「空軍は紛争を

大局的に捉える傾向があり、JFCの任務目的を達成するためにエアパワーを適

用することに重点を置いている。これまでの経験から、JFCが統合航空作戦の

指揮統制を実施するために空軍が好んで選ばれることがわかっている。空軍人

は、ミッション・コマンドの原則に基づいてエアパワーを投入する。」と記述さ

れており37、空軍が JADOに貢献するにあたっては、ミッション・コマンドを

活用した指揮統制において期待されていると解釈できる。なお、ミッション・

コマンドについては第 3 節で詳しく説明する。 

（２）AFDP-3-99 

ここでは、AFDP-3-99 において規定されている JADO に対する空軍の具体

的な貢献内容、貢献の効果及び JADOを実行する上での指揮統制に関するコン

セプトである JADC2 を実現するために必要な事項を確認する。 

AFDP-3-99では、JADOについて「異なる領域の能力を相乗的に活用するこ

とで効果を高め、脆弱性を補い、単一の領域での活動では達成できない成果を
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生み出す。」とした上で38、空軍の役割を規定している。JADOに対する空軍の

役割として、「ミッションタイプオーダー（mission-type orders：MTOs）39に

よる一元指揮と分散統制、権限の委任、情報の共有、計画の統合、リスクの特

定と軽減」等が規定されている40。そして、「協力から武力紛争以下の競争、武

力紛争までの競争の連続体において JADO のために JFC に戦力を提供する。」

として41、競争の連続体の各段階における JADOへの貢献についても規定して

いる（表２参照）。 

 

表２ 競争の連続体における JADO 

段 階 貢 献 内 容 

協力 

・パートナー国との相互運用性の向上 

・グローバルな展開と軍事力の迅速な投射を可能にする空

及びサイバー空間へのアクセスを獲得・維持 

・危機対応における相互支援を向上させるための協力関係

を構築 

競争 

・柔軟に選択される抑止措置に全領域のアプローチを取り

入れる 

・競争相手の悪意のある作用を暴露し、対抗 

・国際公共財へのアクセスと行動の自由を維持 

武力紛争 

・情報の優越を獲得 

・グローバルな戦力投射 

・戦域へのアクセスを獲得・維持するために、全ての領域で

行動を同期させる 

・決定的なポイントで敵軍を圧倒 

・将来の作戦を遂行するための戦力の維持 

出典：Air Force Doctrine Publication 3-99, Department of the Air Force 

Role in Joint All-Domain Operations, p.3. 

 

また、空軍による JADOへの貢献における達成すべき成果として、「①JADC2

構造の必要性を説明、②意思決定に必要な情報を迅速に伝達する能力を向上、
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③作戦の時間枠で複数領域での効果を収束できるよう部隊を編成・訓練、④敵

にジレンマを引き起こす」ということを挙げている42。 

ここで注目すべき点は、JADO への貢献の成果として JADC2 構造の必要性

を説明することが挙げられていることである。JADO を実行した結果として

JADC2 構造の必要性が明確になるということは、即ち、JADO のためには

JADC2が必要であると解釈できる。AFDP-3-99 において、JADC2 は、「意思

決定を迅速に行動に移し、競争や紛争において運用面及び情報面の両方で優越

を獲得するために、友軍等とともに全ての領域にわたる機能を活用するための

意思決定の理論及び実践」と定義され43、JADC2 のビジョンは、「全ての領域

の分散したセンサー、シューター及びデータを統合部隊に接続し、計画を統合

し、効果を時間・空間・目的に収束・同期させる。」と規定されている44。そし

て、JADC2 を実現するために必要な事項として、①作戦環境に関する共通理

解、②グローバルな戦力と局所的な戦力の指揮系統内への統合、③情報の統合

と分散型意思決定の支援、④ミッションタイプオーダー（MTOs）と各段階に

おける権限委譲による機敏かつ弾力性のある運用が挙げられている45。これら

はミッション・コマンドそのものである。 

（３）ミッション・コマンド 

米空軍は、2021 年 3 月に AFDP-1 を改訂し、ミッション・コマンドに関す

る内容が新たに追加された。ミッション・コマンドとは、任務を達成するため

に、指揮官の意図を明確にした MTOsを下令するとともに、委任実行により部

下指揮官の意思決定に柔軟性及び主導性を与え、分散統制を可能にする指揮統

制のアプローチである46。 

AFDP-1 において、「空軍人は、一元指揮・分散統制・委任実行によってミッ

ション・コマンドを実行する」とされる47。一元指揮は、エアパワーを効果的か

つ効率的に使用するための組織的な基準であり、一人の航空構成部隊指揮官が

指揮を執る必要がある。分散指揮は、エアパワーの柔軟性と多様性を活用し、

エアパワーの即応性、生存性、持続性を確保するものである。委任実行とは、

効果的な統制範囲で規律ある主導性を育成し、一瞬の機会を活用できるように

権限を委任することとされる48。即ち、エアパワーの効果的かつ効率的な使用

には一元指揮が基本とされるが、現在のような不確実性及び複雑性が増し、変

化の激しい環境下においては、エアパワーの柔軟性と多様性を活用し、即応性、

生存性及び持続性を確保するため、分散統制及び委任実行により部下指揮官に
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適切な行動の自由を与えるミッション・コマンドが必要なのである。なお、一

元指揮・分散統制・委任実行のバランスは状況に応じて変化するとされており

49、柔軟性を持ち、適応力を発揮することが求められる。 

また、AFDP-3-99 において、JADOに対する空軍の役割に「MTOsによる一

元指揮と分散統制、権限の委任」が規定されており、JADC2 を実現するために

必要な事項として「MTOsと各段階における権限委任による機敏かつ弾力性の

ある運用」が挙げられている。即ち、ミッション・コマンドは、JADC2を実現

するために必要であり、JADOに貢献するものである。 

 

４ 空自への示唆 

本項では、前項までの内容を踏まえ、領域横断作戦に向けた取組に関する空

自への示唆を述べる。 

我が国においては、厳しさを増す安全保障環境の中で実効的な抑止及び対処

を可能とするためには宇宙・サイバー・電磁波といった新たな領域と陸・海・

空という従来の領域の組合せによる戦闘様相に適応することが死活的に重要

になっており、今後の防衛力については、個別の領域における能力の質及び量

を強化しつつ、領域横断作戦により防衛することが必要であると防衛計画の大

綱に明記されている50。そのため、米軍が進める JADOに関する調査研究を推

進し、JADOと我が国における領域横断作戦の関係を整理することにより、領

域横断作戦を実施するための資とすることができるだろう。米空軍は、統合運

用及び平時から戦争まで続く競争の連続体におけるエアパワーの貢献やミッ

ション・コマンドによる指揮統制が期待されていたことを踏まえ、キャップス

トーン・ドクトリンにおいてエアパワーの活用は JADOを中心にするという方

向性を明示するとともに、関連するドクトリン文書を発簡している。我が国に

おいても統合運用を基本とするとともに、領域横断作戦が必要とされているこ

とから、米空軍の取組から学ぶことは可能であろう。そして、ドクトリン文書

を整備し、基本教育及び部隊における防衛基礎訓練を通じて空自全体に普及・

教育することが必要である。それにより、全ての空自隊員が空自という目線で

はなく広い視野を持ち、航空防衛力の特性を理解し、全領域での作戦遂行に対

して航空防衛力がもたらす効果を理解した上で、航空防衛力を活用することが

できるようになるのである。 

さらに、JADOを実施するためには、全領域における膨大な情報を収集、整
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理し、迅速に意思決定を実施することが必要であるため、AI、ロボット・自律

システムといった先端技術を活用したシステムを開発することが求められる。

その一方で、先端技術を活用したシステムを活用した運用をより効果的に実施

するためには、ミッション・コマンドのような指揮統制の手法も、JADOにと

って重要な JADC2 を実現するためには不可欠であった。そのため、これまで

に収集、蓄積してきた作戦運用等の教訓を踏まえて統合運用のよる領域横断作

戦を効果的に実施するため今後空自に必要な分散統制のあり方を検討すると

ともに、ミッション・コマンドに関する内容をドクトリン文書に反映し、空自

全体に普及して理解を深め、実践できるように教育訓練していく必要がある52。 

 

おわりに 

本論では、はじめに、米軍において JADOが必要となった背景を整理すると

ともに、将来の戦闘様相を踏まえて JADOを含む JWCの中心的な考え方を確

認した。そして、米空軍のドクトリン文書における JADO の位置付け等を整理

し、それらを踏まえて領域横断作戦に向けた取組に関する空自への示唆を述べ

た。 

米軍で JADOが必要になった背景には、システム対抗・システム破壊戦を重

視する中国に対し、劣勢に立たされるという認識があり、そのような状況に対

応するために JADO を含む JWC の検討を開始したのである。JWC の中心的

な考え方は、AI、ロボット・自律システムといった先端技術を導入し、敵の作

戦システムよりも優れた戦闘ネットワークの配備により、全領域での作戦を同

期させ、米軍全体が従来よりはるかに速く優れた意思決定を実施し、行動でき

るようにするというものであった。また、米空軍においてはドクトリン文書を

策定し、その中で JADOは米空軍が統合軍の一部としてエアパワーを使用する

際の基本と規定し、米空軍全体に JADO を浸透させようとしていた。そして、

JADO を実施するためには JADC2 が重要であり、JADC2 を実現するために

はミッション・コマンドが必要ということが明示されていた。 

これらを踏まえ、領域横断作戦に向けた取組に関する空自への示唆として、

我が国の領域横断作戦と米軍が進める JADO の関係を整理して領域横断作戦

に関する研究を推進するとともに、これまでの作戦運用等の教訓を踏まえた空

自に必要な分散統制のあり方を調査研究し、統合運用による領域横断作戦を効

果的に実施するために不可欠となるミッション・コマンドに関する内容をドク
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トリンに反映し、空自全体への普及・教育に取り組む必要性を挙げた。 

これらの取組について、航空研究センターは、目黒基地の特性を生かして、

陸海空自衛隊の各学校等及び統合幕僚学校と連携するとともに、これまでに収

集、蓄積してきた教訓を反映しつつ各種研究を推進し、防衛力整備に資する成

果の発信、ドクトリンの整備及び普及・教育を実施しなければならない。 

なお、本稿では先端技術を活用したシステム（例えば米空軍の ABMS の開

発）に関する取組については触れていないが、今後の戦闘様相に適切に対応し

ていくためには、AI、ロボット等の先端技術の活用が必要となるだろう。その

ためには、民間企業、シンクタンク及び他省庁との横断的な取組が必要となる。

そのため、航空研究センターは、各機関等との研究交流を推進し、部外の高度

な知見を吸収、活用しながら研究を推進する必要がある。 
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